
２．会議及び各種委員会等活動 
（１） 公立大学協会図書館協議会平成１５年度役員会（大阪市立大学） 
① 第１回（拡大）役員会 
期 日 平成１５年５月２９日（木） 
場 所 大阪市立大学学術情報総合センター 
出 席 者 １８大学３６名 
議 題 １ 第３５回（平成１５年度）総会の運営について 

２ 第３５回（平成１５年度）総会協議事項について 
３ その他 

② 第２回（拡大）役員会 
期 日 平成１５年１２月５日（金） 
場 所 大阪市立大学学術情報総合センター 
出 席 者 １６大学２２名 
議 題 【報告事項・確認事項】 
  １ 平成１５年度事業報告（総会以降） 
  ２ 相互協力委員会報告 
  ３ HP委員会活動報告 
  ４ 地区活動報告 
  ５ 関係委員会等報告 

６ その他 
  【協議事項】 
  Ⅰ １ 平成１６年度総会等日程（案）について 
   ２ 公立大学図書館職員研修会について 
   ３ 平成１６年度以降の役員について 
   ４ 平成１６年度の関係委員会等派遣委員について 
   ５ その他 
  Ⅱ １ 平成１７年度文部科学省主催大学図書館職員研修受講の推薦について 

２ 国立情報学研究所による「ILL システム上にかかる文献複写料金
相殺処理サービス」について 

   ３ その他 
（２） 平成１５年度相互協力委員会（大阪市立大学） 

① 委員館の決定 
委員長館  大阪市立大学 
委員館  札幌医科大学 
   横浜市立大学 
   大阪府立大学 
オブザーバ館 静岡県立大学 
② メインテーマの名称 
「電子ジャーナル購入のための公立大学図書館コンソーシアムの実現に向けて」 
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③ 内容 
z コンソーシアム設立に向けて 公立大学コンソーシアムとしての提案 
z SpringerLink （2003年度５大学でコンソーシアム試行発足） 
¾ 参加館の増加を図るため、2004年度の提案を全加盟館に紹介 

z Galeコンソーシアム  公立大学への提案を全加盟館に紹介 
z Ebisco Host 公立大学向け提案を交渉中 
z ICOLC国際会議への参加（国公私立大学図書館協力委員会から派遣） 
¾ 2003/09/15～16  アメリカ サンディエゴ 国立、私立大学 参加 
¾ 2003/10/23～25  デンマーク コペンハーゲン 国立、公立大学参加 
神戸市立外国語大学 永井 夏紀氏派遣 

¾ 2004/03/15～16  アメリカ ニューオーリンズ 公立、私立大学参加
予定  国立大学別途参加予定 

¾   神戸市立外国語大学 青木 堅司氏派遣 
（３）平成１５年度 HP委員会（名古屋市立大学） 

①委員名 委員長  名古屋市立大学 
   委 員  東京都立大学 

〃      横浜市立大学 
〃      大阪府立大学 

  ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ館     大阪市立大学 
        （ｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ管理者兼 HP ｺﾝﾃﾝﾂ管理・更新担当館） 
②内 容 
 ・委員会の協議は電子メールで行い、以下の追加と更新をおこなった。 

[2003/04/01] ・お知らせを追加（会長館交替） 
[2003/04/01] ・規程集の修正（岡山県立大、熊本県立大） 
[2003/04/02] ・規程集の修正（神戸市外大） 
[2003/04/02] ・お知らせを追加（新潟県立看護大学の加入） 
[2003/04/10] ・図書館名簿に追加（宮城大学の URL） 
[2003/05/26] ・お知らせを追加（神奈川県立保健福祉大学の加入） 
[2003/05/26] ・18大学の規程を改定し、規程集を更新 
[2003/05/26] ・平成 15年度公立大学協会図書館協議会総会の案内をお知らせに追加 
[2003/06/09] ・お知らせを更新 
[2003/06/13] ・協議会概要と年間スケジュールを H15年版に更新 
[2003/07/01] ・年間スケジュールの第２８回研修会を修正 
 [2003/10/10] ・京都市立芸術大学附属図書館利用規程を更新 
[2003/11/06] ・図書館名簿に大阪府立看護大学附属図書館の URLを追加 
[2003/12/11] ・規程集を更新（岩手県立大学図書館部分利用細則) 
[2004/01/05] ・平成１５年度第２９回研修会資料を会議録に追加 
[2004/01/26] ・図書館名簿の前橋工科大学附属図書館の URLを変更 
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[2004/02/04] ・平成１５年度第２回拡大役員会議事録を会議録に追加 
[2004/03/23] ・平成１５年度公立大学実態調査表（附属図書館編）を追加（予定） 
[2004/03/ ] ・平成１５年度会報第 35号（抜粋）を追加（予定） 

（４）国公私立大学図書館協力委員会（横浜市立大学） 
①委員長館 
  ア横浜市立大学    （平成 14年 8月 1日～平成 15年 7月 31日） 
  イ千葉大学      （平成 15年 8月 1日～平成 16年 7月 31日） 
②委員館（＊常任幹事館） 
  ア 国立大学 ＊東京大学、＊千葉大学、京都大学、名古屋大学 
  イ 公立大学 ＊横浜市立大学、奈良県立医科大学、大阪市立大学 
  ウ 私立大学 ＊早稲田大学、＊慶應義塾大学、中京大学、文教大学、南山大学、法政

大学 
③委員会 
  ア 第 54回 平成 15年７月 11日（金） 大阪市立大学 
    議事（主なもの） 
    １ 次期委員長館として千葉大学が選出された。 

２ 平成 15年度以降も ICOLCへ派遣を継続することになった。 
    ３ 国立情報学研究所から、平成 15年６月２５日第１回評議会で国際学術情報流通

基盤整備事業（SPARK／JAPAN）の全体計画が承認された旨の報告があった。     
イ 第 55回 平成 15年 11月 13日（木） 東京大学  

   議事（主なもの） 
      １ これまで、GIF（Global  ILL  Framework）は米国研究図書館協議会と行って

きたが、オーストラリアや韓国からの参加要請もあり、国公私立大学図書館協力

委員会内に GIFプロジェクトを設置することになった。 
２ JCOLCの 2004年の取り組み状況について、国立大学図書館協議会、公立大学
協会図書館協議会、私立大学図書館協会から報告がなされた。 

      ３ 「図書館相互協力便覧」増補改訂について、平成１６年４月にほとんどの国立
大学の便覧内容が変わるので、発行時期等を検討することとなった。 

      ４ 本委員会主催のシンポジウムと大学図書館研究集会（本委員会共催）とのあり
方について検討がなされた。 

④常任委員会 
平成１４年度第２回 平成 15年７月１１日（金） 大阪市立大学 

     議題 第 54回国公私立大学図書館協力委員会の議事について 
   平成 15年度第１回 平成 15年 11月 13日（木） 東京大学 
    議題 第 55回国公私立大学図書館協力委員会の議事について 

（５）国公私立大学図書館協力委員会 
「大学図書館著作権検討委員会」・「大学図書館著作権検討委員会WG」（横浜市立大学） 
①委員会委員名 大学図書館著作権検討委員会 

顧問 土屋 俊 （千葉大学文学部教授） 
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         主査 中元 誠 （早稲田大学） 
         委員 友光 健二（東京大学）     酒井 清彦（埼玉大学） 
            近内 丈巳 （横浜市立大学）  加藤 好郎（慶応義塾大学） 
 ②ワーキンググループへ協議会からの派遣者 
            川島 裕  （群馬県立女子大学） 

緒方 恭子 （茨城県立医療大学） 
空閑 寿美代（横浜市立大学） 

 
③大学図書館著作権検討委員会（15年 4月～１１月１３日）  
・今年度３回開催 
・『「図書館等における著作物等の利用に関する当事者協議」の動向について（報告）』

が，図書館側４委員の連名で作成され，各参加団体を通じて広報を行うこととなった。   

平成１５年１１月２０日、国公私第１５－９号 
ワーキンググループ（15年 4月～１１月１３日） 
  ・全体会 1回 
・図書館等における著作物等の利用に関する当事者協議：7回 
・著作権に関する図書館団体懇談会：7回 
・大学図書館における文献複製物の提供方法に関する権利者・大学図書館間協議：４回 
要点  １．貸与関係（公貸権）  
        公共図書館がらみのことではあるが、日本の著作権法の構造上（イギリスとは

異）これが通れば大学図書館もかぶる。 
        ７月に公共図書館における貸出実態調査をおこなった。現在これを権利者、

図書館双方でどう評価し今後の協議に反映させていくか検討中。（調査結果を部

分的に取り上げ権利者側に立った新聞報道があったのは周知のとおり。） 
２．上映権制限撤廃（権利者側主張）関連  

      ５月国会での法改正が見送られた。ＡＶの館内個人視聴については共通理解が

得られている。次回上程にらみ。 
３．視覚障害者のための録音図書作成      

      主に公共図書館がらみ一部の権利者団体（日本文芸家協会）から事前意思表示

システムにより文芸作品について簡便な許諾が得られる事となった。今後はこれ

を広げていく。           
４．入手困難資料の複写（旧タイトル）→刊行後相当期間経過資料に所収の著作

物全体の複製について 
       図書の合集ものの１著作についても、定期刊行物なみに市場になくなったら

無許諾で全複写ができるよう（図書館側）。事前の意志表明システムおよび許

諾を権利者側に求める方向で今後検討。 
     ５．ＩＬＬのためのＦＡＸ送信等について     
       現在、国公私立大学図書館と日本著作出版権管理システム（ＪＣＬＳ）およ

び学術著作権協会の権利者団体との間で、大学図書館間に限ってＩＬＬにおけ
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るＦＡＸ送信等を無許諾でできるよう、両者間の契約とガイドラインを策定し

ているところ。   
（６）国公私立大学図書館協力委員会「大学図書館協力ニュース」編集委員会（前橋工科大学） 

① 委員名  主査  星野 雅英（東京大学） 
委員   京藤  貫 （千葉大学）          伊藤 則男（筑波大学） 

近内 丈己（横浜市立大学）     倉林 邦男（前橋工科大学） 
渡辺 英二（中京大学）     雪嶋 宏一（早稲田大学） 
岩井田美奈子（法政大学）       大浪 美雪（東京大学） 
廣瀬 禎恒（学術文献普及会） 

② 発行  国公私立大学図書館協力委員会 
③ 編集委員会 
   ア 平成１５年 ５月 ２日  （第２４巻１号） 
   イ 平成１５年 ７月 ２日  （第２４巻２号） 
   ウ 平成１５年 ８月２８日  （第２４巻３号） 
   エ 平成１５年１１月 ４日  （第２４巻４号） 
   オ 平成１６年 １月 ８日  （第２４巻５号） 
   カ 平成１６年 ３月 ２日  （第２４巻６号） 

（７）国公私立大学図書館協力委員会「大学図書館研究」編集委員会（茨城県立医療大学） 
① 委員名(平成 16年 1月現在) 

主査  朝妻 三代治（東京工業大学） 
委員  篠塚富士男 （筑波大学）     加藤 晃一 （千葉大学） 

            友光 堅司 〔東京大学〕     可能犬喜一郎 〔一橋大学〕 
            杉山 宗武 （東京工業大学）   高杉 泰穂 （東京外国語大学） 
            緒方 恭子 （茨城県立医療大学） 森  正博 （名古屋市立大学） 
            長島 敏樹 （慶應義塾大学）   母良田 功 （昭和薬科大学） 
            菊池  亮一 （明治大学）     金子 昌嗣 （早稲田大学） 
            田中 康雄 （立命館大学）    藤岡 昭治 （京都精華大学） 
            Sharon H. Domier （マサチューセッツ大学） 
② 発行  「大学図書館研究」学術文献普及会 
③ 編集委員会 
ア 平成１5年 ７月 9日   東京工業大学  第 68号 
イ 平成 15年 11月 12日      東京工業大学  第 69号 
ウ  平成 16年 2月 27日   立命館大学     第 70号(記念特集号) ,総索引 

（８）日本図書館協会理事会（東京都立大学） 
① 期日 平成１５年５月２７日(水) 
② 会場 日本図書館協会 
③ 議事 ・２００２年度情勢・経過報告、決算報告、監査報告 
・事業計画、財政基盤の強化、会員拡大 

    ・２００２年度事業計画、財政健全化計画、地方組織、新規事業等 
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（９）日本図書館協会評議員会（横浜市立大学） 
 ①期日 平成 15年 5月 28日(木) 
 ②会場 日本図書館協会会館 
 ③議事 2002年度会務報告、会計決算、監査報告 
（10）日本図書館協会大学図書館部会（横浜市立大学） 
①委員  部会長     紙屋 敦之（早稲田大学）        
      施設会員委員  大森 輝久（一橋大学）  片山 俊治（群馬大学） 
              八木 登（高崎経済大学） 近内 丈巳（横浜市立大学） 
              小山 悟（法政大学）   上田 義彦（南山大学） 
              旭  英樹（早稲田大学） 
      個人会員委員  藤勝 周次（中央大学）  北 克一 （大阪市立大学） 
              亀田 俊一（和光大学） 
②部会総会および委員会 
・第１９回大学図書館研究集会開催のため、運営委員会４回開催。 
・平成１５年９月１９日に早稲田大学国際会議場井深大記念ホールおいて「変革の時代に於

ける図書館経営戦略―存在感ある図書館を目指して―」をテーマに開催され，２２５名の

参加者があった。 
従来開催期間２日を、今回１日とした。 
・平成１６･１７年度 部会長館は国立大学の番で一橋大学附属図書館となった。 

（11）国立国会図書館図書館資料保存協力懇談会（群馬女子大学） 
    平成１５年内に上記懇談会は開催されなかった。 

 


